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Ⅰ．序 文
グローバライゼーションの時代において，現代経済は商品およびサービスの取引を通じて
のみならず，企業および労働力の国境を越えた国際的移動性の上昇を通じて高度に統合され
てきている。この生産要素の移動性の高さにより，資本および労働力の移動性が貿易に及ぼ
す影響についての論争が近年復活した。これらは関連する諸国家の経済に，ひいてはその福
利と繁栄に影響を及ぼすため，生産要素，資本および労働力の国境を越えた移動性と貿易と
の関係を正しく理解することにより，諸国家が適切な貿易および外国投資政策とともに移民
政策をも明確化する一助となるのである (Schiff, 2007)。
諸文献に見られる理論に関する議論は，主として生産要素の移動性と貿易とは相互代替的
なものなのか，あるいは相互補完的なものなのか，という問題を巡るものであるため，理論
から貿易と生産要素の移動性との関係を前もって予測しようにも曖昧な指針しか得られない
のである。Mundell (1957) は，ヘクシャー=オーリン (Heckscher-Ohlin, H-O) モデルによ
って，国境を越えた生産要素の移動性は生産要素価格の国際的均等化，そして結果として商
品価格の国際的な均等化へとつながることを示している。生産要素および商品価格の国境を
越えた均等化は商品貿易の必要性を除去するものであり，またその逆もしかりだというので
ある。この場合には，生産要素の移動性と貿易とは相互代替的であると考えられる。しかし
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当論文は，修正重力モデルにより，韓国が経験してきた生産要素の国際的移動性
およびそれが貿易に与える影響について，パネルデータ分析を用いて考察したもの
である。理論に関する論争には，生産要素の移動性および貿易は相互代替的なもの
なのか，あるいは相互補完的なものであるのかという問題が関連するが，当論文で
は経験主義の立場から主に後者をとった。当論文の寄与するところは以下の二点で
ある。第一に，国家間の生産要素移動による貿易効果を考察するにあたり，本国の
視点を採用したという点である。第二に，資本および労働力の国際的移動を同時に
考慮に入れたという点で，これは既存の文献に欠落していた要素である。当研究に
より，韓国から APEC諸国への輸出は他国への移住および海外直接投資 (FDI) に
よって前向きに活性化することが解明された。
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Markusen (1983) は，同じ H-Oの枠組みを用いながらも，貿易と生産要素とが相互補完的
なものでありうることを示している。すなわち，自国および外国における要素賦存が同一で
ある場合，商品の取引前価格はテクノロジー，不完全競争，外的な規模の経済性，商品市場
あるいは要素市場における歪みといった他の諸要素が要素利潤の差異を生み出すことによっ
て生じる。そして生産要素は要素利潤がより高い国へと流入する。このような生産要素の移
動が国家間の賦存格差を生み出すため，リブチンスキー (Rybczynski) 効果によって国際通
商の基本強化をもたらすというのである。この場合，貿易と要素移動とは相互補完的なもの
ととらえられる。同様の結果は Helpmanおよび Krugman (1985) にも見られ，ここでは水
平型 FDIによって差別化された製品が生産される場合には，多国籍企業 (multinational en-
terprises, MNEs) の本社と海外支社との間における企業内取引を増加することによって産
業間取引の低減を十分に補うことになる，とされる。
この関係に関する理論上の曖昧さとは対照的に，経験主義の立場からは，関連する生産要
因が資本，すなわち MNEsであるにせよ，労働力，移民であるにせよ，生産要因と貿易と
は相互補完的なものである，という説が主に支持されている。FDIと貿易とは相互の代替で
あるとする研究，FDIが貿易に与える影響は取るに足らないものであるとする研究もいくつ
か存在するものの，生産要因と貿易とが相互補完的なものであることを示す文献はますます
増加し続けている。例として，Hezajiおよび Safarian (2001), Pfaffermayr (1996), Grossman
および Helpman (1989), Helpman (1984), Lipseyおよび Weiss (1981) を特に参照されたい。
移住が貿易に与える影響については，移民が送出国から受け入れ国への輸入に肯定的に関
連していることは明白であるという説を大部分の文献が支持している。その中のごく一部で
はあるが，Felbermayr および Toubal (2008), Mundra (2005), Bowen および Wu (2004),
Girmaおよび Yu (2002), また Dunlevyおよび Hutchinson (1999), Kohli (1999), Headおよび
Ries (1998), Gould (1994), Collins他 (1999) を参照されたい。これらの文献においては，
移民が自国の市場や慣例に関する情報を伝播するともに，自国で生産された商品への嗜好類
似を通じて受け入れ国の対外取引を促進すると論じられている。
Karayil (2007) を除く上記の文献は，送出国よりもむしろ受け入れ国の見地を主としてい
るという点で，議論に欠落がある。Karayilは，インドから湾岸協力会議各国への輸出は同
国の巨大な現金赤字を補完しており，移民人口がこの輸出に有利に作用しているとして，そ
の重要性を指摘している。このように移出は自国の国家経済にも影響を及ぼすので，移出民
が自国の経済，特に自国の輸出にどのように影響を与えているかを理解することも同様に重
要なのである。
一国の外向き取引に生産要素の移動性が与える影響を経験主義的に調査するにあたり，移
民および FDIの影響の両方ではなく，いずれか一方のみが考慮されてきた1)。しかしながら，
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1）各事例の概観については Schiff (2007) を参照されたい。
先にも述べたとおり，人間のみならず資本の自国からの移出，そして外向きの FDIおよび
移住の両方が自国に影響を与えていることは明らかである。このような文献上の欠落は，人
間が比較的貧しい国から発達した国へと移動するのと同様，資本や企業も同方向に移動して
いるという考察を，理論側が許容してこなかったということに起因するのかもしれない。こ
の欠落は，約700万人もの韓国系国外居住者を有する資本輸出国としての韓国の経験を調査
することにより，当論文において埋められることになる。
その後，当論文は以下のように構成される。第２章では貿易―移民―FDI連鎖について論
じるとともに，関連文献を概観する。第３章では韓国の外向き FDIおよび韓国系国外居住
者の発展について簡単に述べる。第４章ではパネルデータ構造を用いて，重力方程式により
貿易―移民―FDI連鎖を経験主義的に調査する。以上計量経済学モデルの仕様および評価方
針を当章において概説するとともに，第５章では評価の主要な評価所見について論じる。第
６章をもって当論文の結論とする。
Ⅱ．生産要素の移動性：貿易の代替物か，補完物か
生産要素の移動性の高さにより，資本および労働力の移動性が貿易に及ぼす影響について
の論争が近年復活した。この関係についての伝統的議論は，ヘクシャー=オーリンモデルの
枠組み内において，規模に関する収穫一定の製造技術という条件のもとに，生産要素の移動
性と貿易とは相互代替的であると見なされる，と示している。伝統的議論の中核は，国境を
越えての商品および生産要素の移動が各国間での商品価格あるいは生産要素価格の均等化に
向かうはずである，という事実にある。このような一方の均等化は，もう一方の移動の必要
性を除去するものであり，従って生産要素の移動性と貿易とは相互の代替物である，という
ものである。(Mundell, 1957および Wong, 1985) しかしながら，近年の文献は両者を相互
補完的なものとして述べることが多くなっている。例えば Markusen (1983) は，自国およ
び外国における要素賦存が同一である場合，商品の取引前価格はテクノロジー，不完全競争，
外的な規模の経済性，商品市場あるいは要素市場における歪みといった他の諸要素によって
決定されるものであることを示している。これらの差異が各国間における要素利潤の差異を
生み出すため，国際的移動が許される限りにおいて，生産要素は要素利潤がより高い国へと
惹きつけられる。このような生産要素の移動は，結果として各国間の賦存差異を形成し，貿
易に基づく要素賦存を強化していく2)。従って貿易および生産要素の移動性は相互補完的な
ものである，というのである3)。
規模に関する収穫逓増および製品差別化に基づく新しい貿易理論は，生産要素および貿易
の両者を，総じて相互補完的なものとして描き出している。技術的進歩は異なった要素利潤
をもたらすため，国境を越えた生産要素の移動性を活性化し，各国間の貿易の根源として賦
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2）この拡大はリブチンスキー効果によるものである。
3）Schiff (2006) はこの結果について，保護レベルの差異に依存するものである，と論じている。
存差異を生み出しているのである (Bruder, 2004)。
FDI―貿易連鎖
水平型 FDI (horizontal FDI, HFDI) は，関税回避目的あるいは受け入れ国への近接から
発生する。従って HDFIは，自国の輸出の代替となることが多い。しかしながら，FDIが貿
易の補完となる可能性もある。Helpmanおよび Krugman (1985) は，一般均衡の枠組みの中
で，水平型 FDIによって差別化された製品を生産する場合には，多国籍企業 (multinational
enterprises, MNEs) の本社と海外支社との間における企業内取引を増加することによって
産業間取引の低減を十分に補うことになると示している。従って，FDIと貿易とは相互補完
関係にあると見なされるのである。また，垂直型 FDI (vertical FDI, VFDI) は通常，価値連
鎖に基づいて製造工程を細分化することにより中間製品に貿易をもたらすものである。従っ
て，VFDIと貿易も相互補完関係にあるのである。
安価な労働費用を求めて FDIが発生する場合，1970年代から1980年代にかけての日本の
FDIに見られるように順貿易志向で行われるため，事業全体の移転が貿易の比較優位性と一
致する4)。しかしながら，複数の受け入れ国および本国が考慮され，複数の部品あるいは中
間製品が最終製品の製造のために登場する時代となると，このような日本の FDIの枠組み
における FDIと貿易とのアプリオリな関係が，目に見える形で成立することはもはやあり
えない。また，一事業が輸出の機会および費用の比較優位性を求めて受け入れ国に移転する
場合，このような移転は最終製品の本国から受け入れ国への輸出に代わるものである。代替
性の程度は移転が部分的なものか完全なものかという点に依存する。しかしながら，移転が
完全なものであったとしても，受け入れ国の産業発展度が最終製品に必要な部品および中間
製品を製造するのに十分なほど洗練されていないことが往々にしてある。すると外国投資に
よる受け入れ国側の企業は引き続き本国からの部品および中間製品の供給に依存することに
なる。これは本国依存 (home ties) として知られている。この場合，FDIの最終製品との
代替効果は部品および中間製品への補完効果と比較検討されるべきである。実際 Blonigen
(2001) は，日本の米国における自動車製造が日本から米国への自動車輸出の代替となると
同時に，日本から米国への自動車部品輸出を増加させているという意味で，代替的および補
完的関係の両方を認めている。しかしながら Seoおよび Suh (2006) は，韓国の ASEAN諸
国における FDIもまた，FDIの流れが部品，中間製品および器機の輸出を伴うため，部分
的に貿易を創生しているとしつつ，FDIストックが韓国から同地域への輸出に与える，微小
ながらも否定的な影響を認めている。
総じて，FDI―貿易連鎖は，関連する FDIの動機および種類に左右される複雑なものであ
る。この連鎖は，静的あるいは動的ととらえた場合，また FDIが各子会社の上流製品に対
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4）この議論はアジアにおける雁行型 FDI，小島モデル (1978) として知られている。
して行われているか，下流製品に対して行われているかによって，さらに複雑さを増してい
く。
移民―貿易連鎖
移民を貿易理論内で眺める場合，両者の関係は Markusen (1983) の説による補完物，あ
るいは Mundell (1957) の説による代替物のいずれかとしてとらえられる。国家間における
生産要素の再配置により，本国と受け入れ国間の生産要素価格が均等化へと進むため，移住
が貿易を排除する可能性がある。生産要素の移出により要素価格の完全な均等化へと進まな
いと仮定すると，生産可能性を持つ本国の最前線は，移出が進むにつれて縮小し，その結果
として，生産要素が収入を本国に逆送金しない限り，貿易の全体量 (輸出，輸入を含む) が
減少していくことになる。しかしながら，人々が移住していく背景にある理由は複雑なもの
であり，経済的な理由，経済以外の理由の両方があることも事実である。
移住理由の複雑さにもかかわらず，研究者たちは，移住が進むに連れて本国の製造パター
ンおよび総量に変化が起きる可能性があるという事実に加えて，移住が貿易に影響を与える
二つの主な経路を同定してきた5)。第一に，移民は取引費用の低減により，自国との貿易
を促進することができる。移民は自国の市場および慣習に関する情報を持ち込むとともに，
受け入れ国で生まれ育った人々に対して取引契約を提供するからである。Mundra (2005)，
Girma および Yu (2002), Gould (1994), Rauch (1996, 1999, 2001), Rauch および Casella
(1998) を特に参照されたい。
もう一つの経路は，移民が自国で生産される製品への需要を持ち込むことにより貿易を促
進する，というものである。Light (1985), Lightおよび Norich (1988), Razin (1990), Min
(1990), Dunlevyおよび Hutchinson (1999), Karayil (2007) を特に参照されたい。
移民―貿易連鎖に関する経験主義的研究では，補完関係を示すものが圧倒的である。例え
ば Mundra (2005) は，米国および47の貿易相手国間の1973年から1980年にわたる国外取引
に移民が与えた影響を調査している。Mundraによれば，移民は米国の完成品および中間製
品の輸入，そして米国からの完成品の輸出の両方に対して貿易促進効果を与えたという。ま
た Bowenおよび Wu (2004) は，1980年から2001年にわたる OECD諸国への移住を調査し
た結果，移民および貿易の間に相互補完関係を認めている6)。
移民―貿易連鎖に関するこれまでの研究のほとんどが受け入れ国側の視点に基づいていた
が，本国側の視点による研究の必要性も同様に重要である。これは移出が自国の経済に，ひ
いてはその福利繁栄に影響を及ぼすからである。しかしながら，この連鎖に取り組むに際し
て，わずか一握りほどの研究が自国の視点を採用してきたに過ぎない。例えば Karayil
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5）連鎖に関する研究の概観については Schiff (2007) を参照されたい。
6）しかしながら両氏は，名誉招待勤労者の働く各国に関しては，この補完的関係が不確実であると述
べている。
(2007) は，湾岸協力会議各国におけるインド系共同体の輸出促進効果を認め，これがイン
ドの膨大な貿易赤字を補完しているとしている。また Felbermayrおよび Toubal (2008) は，
移民が貿易に与える貿易促進効果に関する研究において，OECD諸国における移入民，移
出民両方による影響を提示している。ここでは本国から受け入れ国への輸入に移民が及ぼす
嗜好の影響に焦点を当てるとともに，移民による貿易費用効果は，均一な製品よりも差別化
された製品に関する方がはるかに大きいことを認めている。
これらの研究は今のところ，生産要素が単に北側から南側にのみならず二方向に移動する
ものであるということを見落としている。資本は北側から南側に向けてだけではなく，南側
から北側にも移動するものである。さらに移民と FDIとは，H-Oモデルにおいて述べられ
たように逆方向に移動するばかりではなく，しばしば同方向にも移動するものなのである。
(HattonおよびWilliamson, 2006)
生産要素の移動が同方向か逆方向かということは，非熟練工 ，熟練工 および資
本 という三種の生産要素を持つ二種類の製造品を考えてみると簡単に説明できる。
 
	 
は集約的かつ集約的である一方，は集約的であり，二国は賦存，技術などあら
ゆる面において同一で，貿易障壁は存在しないものと仮定する。そして外国は産業にお
けるより優れた技術発展の恩恵により 産業製品を輸出する一方，集約的な 産業製
品を本国から輸入している。貿易によりの価格は上昇し，外国におけるおよびに関
する利潤も増加する。これにより熟練工および資本の両方が外国へ移出し，さらに H-Oの
枠組み内における国際貿易の土台を拡大していく。従って貿易，熟練工 (移出民) および資
本 (FDI) は相互補完関係にあるといえるのである。仮に H-Oの枠組みを厳密にとらえ，生
産要素賦存の差異に焦点を当てた場合には，貿易，移出民 (熟練工) および FDIは相互代
替的ということになる。
従って，生産要素の移動性が貿易に与える影響を調査する上において，移出民と FDIと
を同時に考慮するということが必要不可欠なのである。
Ⅲ．韓国における移出民および外向き FDIの発展
韓国の移出民の歴史は，最初の韓国人集団がハワイに降り立った1903年以来，100年以上
にわたるものである7)。2007年現在，約678万人の韓国・朝鮮系民族が，国外の167カ国以上
に及ぶ世界の各国に居住している8)。その91％以上が APEC加盟国に居住しており，2007年
においてその数は620万人以上にのぼる。表１に見られるように，香港を含む中国が276万人
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7）しかしながら非公式な韓国移出民の歴史は，旱魃による飢饉のため，朝鮮半島北部に住んでいた数
多くの韓国人がロシアへ (1869年)，そして後には中国へと移民した時期にまでさかのぼる。
8）北朝鮮はこの統計から除いてある。
という最大数の韓国・朝鮮系民族を受け入れており，全体の40.7％に達する。そして米国
(202万人，29.8％)，日本 (62万人，9.27％) と続く。政府の統計によると1970年代初頭に
おいて国外に居住する韓国人は70万人をわずかに超える程度であったが，その後増加を続け，
1990年には232万人に達している。その数は1990年代初頭に250万人以上にのぼる劇的な増加
を経て，1992年には494万人を超えている。この増加は主にロシアおよび中国に居住する韓
国・朝鮮系民族が公式に認知されたことによる9)。そしてその数はさらに増加し続け，国外
に居住する韓国・朝鮮系民族は523万人 (1995年)，565万人 (2001年)となった。そして2003
年には633万人を超え，2007年現在，678万人以上を数えるに至ったのである。
韓国の外向き (outgoing) 外国直接投資 (以下 OFDIと呼ぶ) の発展もまた驚異的なもの
である。1986年，政府が OFDI活動に関連する規制を緩和したため，韓国は急激にアジア地
域における主要な資本輸出国の一国として浮上したのである (Seoおよび Suh, 2006ならび
に Suhおよび Seo, 1997)。OFDIの流れに関しては，1986年に韓国は168件，３億６千110万
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9）政府の統計には海外に居住する韓国人の1990年初頭の250万人，すなわち1990年の232万人から1991
年の483万人へという大幅な増加が示されている。この増加は韓国人の海外流出が突然起きたことに
よるものではなく，確定される以前からすでにロシアおよび中国に居住していた人々の認知によるも
のである。
表１ APEC加盟国に居住する国外の韓国・朝鮮系民族
2004 2005 2006 2007
世界 6336951 6638338 6638338 6784888
中国* 2144789 2439395 2439395 2761954
米国 2157498 2087496 2087496 2023653
日本 898714 901284 901284
カナダ 170121 198170 198170
ロシア 187957 190671 190671
オーストラリア 59940 84316
フィリピン 37100 46000
ベトナム 6821 16576
ニュージーランド 33000 31500
インドネシア 23485 23025
タイ 15100 19500
シンガポール 5820 6952
メキシコ 17200 14571
台湾 3076 3454
チリ 1870 1858
ペルー 953 788
パプア・ニューギニア 237 200
ブルネイ 80 90
マレーシア** 3983** 5920 5920**
APEC加盟国 合計 5763761 6065846
APEC (％) 91.0 91.4
* 香港を含む。
** 2003年および2005年のマレーシアに関しては，データ入手不可能のため2004年および2006
年の数字を用いた。
情報源：韓国外交通商省から入手したデータを著者が再構成 (http: //www.mofat.go.kr)
米ドルを投資しており，アジア財政危機に先立つ1996年の投資金額は47億４千400米ドルに
達していた。1997年から1999年の財政危機に苦しみ，投資金額に若干の減少があったものの，
韓国は依然として OFDIの突進を維持していた。危機からの素早い経済回復により，韓国は
さらに OFDI活動を推し進めていく。投資額を51億４千400万米ドル (2002年)，61億８千
800万米ドル (2004年) と増加し，2007年には２万１千492件，203億３千200万米ドルを越え
るに至った (図１および補遺の表１を参照)。2007年現在，韓国の累積 OFDI総額は933億４
千270万米ドル，12万７千91件に達している。
2007年における OFDIストックの地域分布に関しては図２の通り，アジアがずば抜けて多
く，総額の48.8％，ついで北米 (23.5％)，ヨーロッパ (15.3％)，ラテンアメリカ (6.8％)
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図１ 韓国の国外外国直接投資 (1980年－2007年)
情報源：韓国輸出入銀行から取得したデータに基づく (http: //www.koreaeximbank.go.kr)
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図２ 韓国の地域別 OFDI (2007年)
情報源：韓国輸出入銀行から取得したデータに基づく (http: //www.koreaeximbank.go.kr)
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の順である。
Ⅳ．経験主義的経済モデル：重量方程式，使用データおよび評価方針
重力方程式
韓国からの移民および OFDIの発展により，以下の質問が提起される。国外に居住する韓
国・朝鮮系民族および韓国の海外企業は，韓国の対外貿易に影響を与えるだろうか？ また
もしそうだとすると，韓国の対外貿易はこれらの要素にどの程度影響されるのだろうか？
資源の移出 (外向き FDIおよび海外居住者) の影響を経験主義の立場から評価するにあ
たり，当研究は重力方程式を採用する。重力法的式は，貿易の流れを調査し，貿易理論を検
証するために頻繁に採用されるものである10)。当モデルの理論的基礎に関して，特に重力の
整合性については，重力方程式の経験主義的な形態を支持する様々な理論モデルが存在する
ことから，同モデルの経験主義的成功は「単なる世の中の事実」である (Deardorff, 1995)
など，近年多くの論議がなされてきた (Baldwinおよび Taglioni, 2006を参照)。重力方程式
の主な突出点は，二国間の貿易量が両国の国内総生産 (GDP) には肯定的に依存し，両者
間の物理的距離には逆比例するというところにある。同モデルは通常以下のように表される：



 方程式３
は国から国への輸出の値である。は	国の生産量で，通常同国の国内総生産すなわ
ち
によって計測される。または国と国間の物理的距離であり，通常両首都間の
距離を擬似的に用いる。そしては重力定数である。
重力の整合性が厳しく問われた一方，Krugman および Helpman (1985) は，均一な商
品に関しては国から国への輸出が両国の大きさに依存し，国内総生産 
 と国内総
生産世界総計 
および／あるいは要素賦存の格差との比率によって計測されると
いうモデルを論証している。すなわち，

  方程式４
と表され，
は本国の国内総生産，は受入国が世界経済 
	に占める割合で
ある。




	  方程式５
当研究では方程式４を以下のように表す。するとこの方程式は，以下の通りよく知られた重
力方程式となる：




	


	


  方程式６
方程式６によって与えられた重力モデルは Tinbergen (1961) のものと異なる点に留意され
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10）重力方程式は，Helpman (1987), Frankel他 (1997), Rauch (1999) において貿易理論を経験主義的
に検証するために使用された。
たい。これは貿易量が国と国間の距離に依存しないからである。この方程式は Helpman
(1999) にも重力方程式の一つとして登場しており，先進国および発展途上国間貿易の双方
向の流れを説明する上で Hummelsおよび Levinsohn (1995) にも採用されている。この方程
式はさらにいくつかの必要な修正を加えられた上で，Felbermayr および Toubal (2008),
Karayil (2007), Mundra (2005), Girma および Yu (2002), Head および Ries (1998), Gould
(1994) などを始め，移民が貿易に与える影響に関する数多くの経験主義的研究に極めて頻
繁に用いられている。
当論文では仮説の設定に従い，いくつかの付加的な回帰変数を含めることにより，与えら
れた重力方程式を修正する。まず加えられたのが移民変数のである。移民は，国に
居住する韓国人を流れではなくストックとして計測する。次に当研究では，韓国企業による
国外生産活動の及ぼす効果の捕捉を目指し，擬似的に FDI変数を加えた。FDI変数はスト
ックとしても流れとしても計測できるが，当論文では OFDIの累積総投資額の値をストック
として用いた。最後に地域貿易協定に関する変数を含めた。これは諸協定が貿易障壁，特に
関税および通関許可その他を取り除くことにより，地域間および国家間貿易を促進すると考
えられるからである。韓国は2007年現在，チリおよびシンガポールの二カ国と地域貿易協定
を締結している。
評価に用いられる最終的重力方程式は以下のように与えられる：
	
	

  方程式７
ここでは地域貿易協定を表すダミー変数以外，すべての変数が対数値として計測される。
データおよび評価方針
この論文の視野は韓国の APEC 20カ国との貿易関係を調査することに限定されている。
しかしながらこの APEC 20カ国は，分析対象期間内に韓国の総輸出の約70％を吸収してい
る。また同諸国には国外に居住する韓国・朝鮮民族の90％以上が集中すると同時に，同諸国
内における韓国の OFDIストックは総ストックの88％を超えている。
貿易の流れを経験主義的に調査する場合，必要なデータセットの入手可否によって調査が
妨げられることが往々にしてあるが，当研究もまた例外ではない。当調査のために選択した
対象期間は同時に移民に関する統計の入手可否にも依存している。韓国の外交通商省が同統
計を公表するのは２年毎なので，当研究では分析対象期間を移民統計が容易に入手可能な
1997年，1999年，2001年，2003年，2005年，および2007年に限った11)。必要なデータセット
は同省のウェブサイトから取得し，さらにデータの整合性を確認した上で，数カ国に関して
欠落していたいくつかの観測結果を，同省刊行による Jaeoedongpo Hyeonhwang (｢韓国同胞
各国の状況 ｣) の各号から補足した。
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11）これはサンプル選択バイアスの問題につながる可能性がある。
また，これに適合する韓国の OFDIに関する統計は韓国輸出入銀行のウェブサイトから取
得した。OFDI統計は，韓国企業のさまざまな受入国における国外生産活動を把握すること
を目的としている。これは各期間末における OFDI投資額の累積値として計測し，ストック
として用いた。この変数に限って後ろ向き (レトロスペクティブ) の視点と再帰的方法によ
り，期間末における投資額の総累積値から，対応する期間の流入を減算することによって算
出した。
さらに韓国から APEC加盟相手国各国への輸出，あるいは加盟国の国内総生産 (GDP)
などその他の統計は，対象期間に関する韓国国家統計局のウェブサイト上の「APECの主要
経済指標」から取得した。
６年という短めの時系軸上に比較的多数のクロスセクションが存在することにより，パネ
ルデータ手法が評価の目的によりふさわしいことが示されている。すなわち，先にも述べた
ように，６年という期間における APEC加盟20カ国に関するデータが蓄積されているから
である。パネルデータ手法においては，固定効果モデルあるいは変量効果モデルのいずれか
を指定することが必要であるが，アプリオリにいずれかの構造を前もって並置するかわりに，
よりふさわしいモデルを同定するためにそれぞれの設定を検証することとする。クロスセク
ションの分散不均一性を制御するため，評価には Whiteによるクロスセクション共分散を
用いることとする。
Ⅴ．結 果
表３は方程式７として示された，距離項目のない重力モデルの評価結果を示している12)。
表に提示されたモデルはパネルデータ分析の変量効果モデル設定として評価されたものであ
る。変量効果モデルを採用するに先立ち，当研究ではパネルデータ分析の固定効果および変
量効果モデルの適切性を検証した13)。
本国および受け入れ国の GDPに関してはいずれも，対象期間中の韓国から APEC加盟相
手国への輸出に対する肯定的兆候を期待してきた。しかしながら，韓国の輸出に対して統計
学的により明確な効果を及ぼしていたのは0.44の弾力性を持つ受け入れ国の収入変数だけ14)
であった。これは受け入れ国の GDPが１％成長したとすると，韓国からその相手国への輸
出が0.44％増加するということを示すものである。
ダミー変数によって示されるように，地域的貿易協定が韓国の相手国への輸出を非常
に大きく前向きに活性化している。これは有意水準１％という高い有意性を示している。双
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12）Girmaおよび Yu (2002) に引き続き，当研究においても Helliwell (1997) の距離指標を組み込んで
いた。しかし構造上，回帰変数の一つである受け入れ国の GDPと否定的に相関する可能性が疑われ
るため，当研究における評価からは外すこととした。実際，同指標を組み込むことにより GDP変数
の兆候が変化したばかりでなく，同指標は統計学的に有意性のないものであった。
13）クロスセクションのハウスマン検定により，変量効果モデルの方がよりふさわしいと確認されると
同時に，固定効果モデルに関する同様の検定が同設定を即座に否定するに至った。
14）しかしながら，11％の有意水準により，韓国自国の GDPにはわずかながら有意性が認められた。
方向あるいは複数方向の地域自由貿易協定を米国，EUそして ASEAN諸国と締結している
韓国の近年の努力を見ると，他の条件が一定である場合には，このような協定の締結の成功
は少なくとも一つの貿易促進要素であるといえる。
当研究の主要な興味は労働力および資本の移動が韓国の輸出にもたらす影響についてのも
のである。調査結果には，対象期間中の韓国からの FDIおよび移民はいずれも輸出促進の
性質を帯びていることが示されている。移民および OFDI変数はいずれも，単に肯定的な兆
候を示しているだけではなく，統計学的にも各々10％および１％という有意水準であった15)。
移民の肯定的な効果という結果は，移民およびその貿易に与える影響に関する他の研究と概
ね一致するものである。例えば Gould (1994), Girma および Yu (2002), Mundra (2005),
Felbermayrおよび Toubal (2008) など，移入移民が自分たちの本国から受け入れ国への輸入
を活性化していると認めたものがあげられる。従って，他の条件が一定である場合には，自
国の輸出を促進するという理由で，労働力の移動は自国の繁栄と福利の改善につながるとい
える16)。当研究において特に注目に値するのは，OFDIストックが韓国の輸出に与える影響
である。APEC地域における OFDIは韓国の輸出を大きく促進しており，一加盟国における
OFDIストックが１％上昇すると，韓国の同国への輸出が0.23％増加するのである。この結
果は，韓国の ASEAN諸国における OFDIに関する Seoおよび Suh (2006) による結果と対
照的なものに見受けられる。同研究では FDI流動の影響には ASEAN諸国への韓国の輸出に
対する肯定的な有意性が認められた一方，ASEAN諸国における韓国の OFDIストックによ
る影響の有意性は何ら認められなかったのである。この違いはおそらく，Seoおよび Suh
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15）この結果は，インドの湾岸協力会議加盟国への輸出に関する Karayil (2007) の結果とよく共通して
いる。
16）しかしながら当研究では，主に生産要素の移動性が輸出の拡大あるいは代替に与える影響に焦点が
絞られているため，支払いの均衡に関する背景の意味合いは明らかになっていない。これは更なる研
究課題として注目に値する。
表３ 結果
説明変数 係数 標準誤差 t-値 有意水準
 0.463533 0.939708 0.493273 0.6228
 0.444882* 0.084061 5.292373 0.0000
 0.340023 0.207442 1.639121 0.1041
	 0.234092* 0.087499 2.675360 0.0086

 0.071509*** 0.039466 1.811936 0.0728
 0.513896* 0.178035 2.886488 0.0047
Weighted Statistics
決定係数 0.677953 平均従属変数 0.738505
自由度修正済決定係数 0.663043 標準偏差従属変数 0.478743
回帰の標準誤差 0.277900 残差の二乗和 8.340693
F-値 45.47097 ダービン・ワトソン値 1.296302
有意水準 (F-値) 0.000000
*は地域的貿易協定のダミー関数
(2006) における注目対象が韓国の早期 OFDI活動に限定されていたため，当時の ASEAN
における OFDIには輸出の機会および安価な労働費用が求められていた点にあると思われる。
しかしながら，韓国の OFDIは急速に進歩しており，先進国からの OFDIをさらに模倣して
いくことにより貿易を促進できる可能性がある，と示唆されている。
Ⅵ．結 論
理論に関する論争においては，生産要素の移動性が貿易に与える影響をアプリオリに予測
することに関して明確にならないままであるが，経験主義的研究はこの関係を相互補完的と
する，という方向に進化している。当研究もまた，国際的な生産要素の移動性が貿易に与え
る肯定的な影響の成長への期待に貢献するものである。特に当研究は，国外に住む韓国・朝
鮮民族が韓国の外向け取引を明確に促進していのみならず，韓国企業の国外における生産活
動もまた韓国の APEC諸国への輸出を活性化するであろうということを認めたのである。
当論文の寄与するところは以下の二点である。第一に，国家間の生産要素の移動性に関し
て，過去の大多数の研究が主に受け入れ国側の視点から発言しているのに対し，本国の視点
を採用したという点である。また当研究の結果は移出移民は貿易に肯定的な影響を与えてお
り，他の研究に見られる結果との均整を保っている。第二に，移出移民の影響と同時に FDI
が本国の輸出に与える影響も考察したという点で，これまでの文献では触れられないまま置
き去りにされていた真空地帯であった。当研究では，OFDIもまた本国の輸出に前向きに貢
献しているということを認めたのである。
しかしながら，この研究は少なくとも二つの欠落点に悩んでいる。国家間の生産要素の移
動性による輸出効果のみを考察したため，生産要素の移動性が真に対称的に貿易を促進する
ものであると明言することができなかった。移出移民および貿易の福利と繁栄を拡大する性
質には，受け入れ国から本国への輸入に対する影響を徹底的に調査することも必要であると
いうことは明白なのである。また第二に，この研究では韓国社会において増え続ける移入移
民の存在と，それが韓国の外向き取引に与える影響に触れられないままである。この二点は
近い将来に真剣な研究の注目に値するものと考える。
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補遺 表１ 韓国の外向き外国直接投資
年
承認 投資
件数 金額 (百万米ドル) 件数 金額 (百万米ドル)
1980 519 440.6 524 312.3
1981 104 322.5 89 57.0
1982 91 838.5 145 120.8
1983 92 148.2 173 174.2
1984 86 195.6 128 50.4
1985 69 219.2 124 112.8
1986 126 497.2 168 316.1
1987 173 367.4 219 409.6
1988 422 1,665.4 437 245.7
1989 647 983.0 699 580.2
1990 913 2,428.8 979 1,116.3
1991 892 2,041.1 1,266 1,339.1
1992 994 2,159.4 1,542 1,360.9
1993 1,531 2,218.2 1,767 1,485.6
1994 2,653 3,748.9 3,191 2,432.7
1995 2,508 5,395.3 3,475 3,295.9
1996 3,220 7,398.0 4,386 4,744.0
1997 2,772 6,226.1 4,011 3,915.4
1998 1,670 5,843.6 2,768 4,741.9
1999 2,344 4,641.8 3,353 3,336.2
2000 3,875 6,157.1 5,457 5,144.0
2001 3,956 6,413.6 6,423 5,180.8
2002 4,684 6,517.5 7,785 3,897.7
2003 5,378 6,057.1 9,004 4,225.9
2004 7,101 8,245.5 12,938 6,188.0
2005 8,761 9,359.6 15,990 6,835.6
2006 10,091 18,800.1 18,558 10,990.6
2007 12,625 29,337.0 21,492 20,733.2
* 累積は1980年まで。
* 情報源：韓国輸出入銀行から取得 (http : //www.koreaexim.go.kr)
In this paper entitled “Migration, Foreign Direct Investment and Trade in Korea,” Professor
Seo undertakes a very interesting empirical study of an old question : Are factor mobility and
trade substitutes or complements? In an increasingly globalized non-Heckscher-Ohlin world of
imperfect competition, non-unique technologies, economies of scale and distortions in goods and
factor markets, this question will certainly attract continued attention from researchers ; al-
though, judging from the existing literature, the real challenge may be identifying specific cases
that yield viable and convincing evidence of substitutability.
Professor Seo considers the question of substitute versus complement in the context of Korean
export performance in recent years. The methodology adopted features a modified gravity model
and the use of panel data analysis to examine the Korean experience of international factor mobil-
ity and its impact on trade. Professor Seo’s work is particularly notable as it can be credited with
two innovative departures from previous studies in this particular area. First, the research is con-
ducted from the perspective of the source country, whereas the issue has conventionally been
viewed from the vantage point of the host country. Second, Professor Seo simultaneously consid-
ers the international movement of two factors of production between Korea and APEC member
countries : the export of Korean capital (in the form of foreign direct investment) and labor (mi-
gration and the creation of sizeable expatriate ethnic communities). This latter innovation is
somewhat counterintuitive, considering that in the normative setting, one would expect the
cross-border flows of labor and capital to be going in opposite directions. One of the attractive
elements of this paper is that the Korean experience in the ten-year period covered by this em-
pirical study (19972007) is conducive to the pairing of the FDI-trade nexus and the migration-
trade nexus.
The main findings of the study are as follows. (1) Korea’s stock of outward FDI in the APEC
region has a strong export promoting impact of Korean exports to the same region. (2) Emigr-
tion from Korea also has an export promoting impact on Korean exports. From the foregoing
analysis, Profess Seo confirms a statistically significant complementary relation between factor
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movement and trade. As a further point of interest, the modified gravity model used here points
to the promising role of regional trade agreements as a strong trade-promoting factor. As noted
by Professor Seo, it will be interesting to observe how the expansion of Korea’s RTA network
will affect its trade, particularly its export performance. In this context, it will also be interesting
to observe, and to compare with Japan, the development of Korea’s RTA strategies in terms of the
choice of counterparties and the quality of the agreements entered into.
Regarding the movement of capital, the findings concerning the complementary impact of out-
ward foreign direct investment on export performance broadly contradict empirical research con-
ducted on earlier periods of Korean FDI (19872002) when direct investment presumably was
still in its formative period of being primarily attracted to cheap sources of labor. How can this
inconsistency be explained? Perhaps the principal reason for the inconsistency lies in the histori-
cal transition from horizontal FDI (with a stronger tendency to act as a substitute for home-
country exports) to vertical FDI (featuring the generation of large volumes of trade in inter-
mediate goods destined to service overseas manufacturing bases of the home country). Here
again, the transitional nature of Korea’s recent economic experience provides fertile grounds for
comparison of FDI at different levels of development.
Regarding the movement of labor, the findings concerning the complementary impact of emi-
gration on export performance is broadly supported by earlier studies concerning historical trans-
Atlantic migration (Collins, Orourke and Williamson), contemporary U. S. immigration (Mudra)
and the contemporary movement of labor between India and the Gulf States (Karayil). In the
framework of these studies and that of Professor Seo, we are certainly not looking for evidence
of the neo-classical paradigm of factor mobility and factor price equalization. Rather, the focus of
the trade impact of immigration is fixed singularly on two relatively microscopic factors ; namely,
trade facilitation by expatriate populations, and the expressed consumption preferences of expatri-
ate populations. However, it too often seems that what we are talking about here is the globali-
zation of ethnic tastes (exports of Korean kimchi) and the fiercely expressed loyalty of first
generation immigrant households for brands and manufactured products originating in their land
of birth. Will expressed preferences change as expatriate communities mature and become in-
creasingly assimilated? Moreover, can we realistically expect the trade facilitation function to be
carried over from one generation to another? Given the expected transience of these phenomena,
a more interesting challenge would be to determine why labor movement is so steadfast in its re-
fusal to provide evidence of substitutability. Can it be because labor movement in most cases is
too small in relative size and too dispersed geographically to affect factor prices? Once again, the
transitional nature of Korea’s recent experiences may provide fertile grounds for testing the case
of substitutability in the context of what Professor Seo refers to as “the growing body of im-
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migrants in the Korean society and its impact on Korea’s external transactions.”
(本学経済学部准教授 Zafar MOGHBEL)
Discussion of the Presentation of Professor Jung Soo Seo 51
